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表２ ゲノム編集技術等を用いたヒト受精胚等の臨床利用に関する規制状況の比較表 

出典：第４回ゲノム編集技術糖を用いたヒト受精胚等の臨床利用のあり方に関する専門委員会 資料４ 
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表３ ゲノム編集技術等を用いたヒト受精胚等の臨床利用に関する検討状況の比較表 

出典：第４回ゲノム編集技術糖を用いたヒト受精胚等の臨床利用のあり方に関する専門委員会 資料４ 
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ゲノム編集技術等を用いたヒト受精胚等の臨床利用のあり方に関する 

専門委員会の設置について 

令和元年７月 25 日 

 

１．設置の趣旨 

近年のゲノム編集技術の急速な発展を受け、内閣府に設置されている「総合

科学技術・イノベーション会議（CSTI）」生命倫理専門調査会で、ヒト受精胚等

に対する当該技術の応用について議論が行われ、本年６月 19 日に報告書が公表

された。 

同報告書では、ゲノム編集技術等を用いたヒト受精胚等を人又は動物の胎内

に移植すること（研究及び医療提供として行われる臨床利用）に対して、「法的

規制のあり方も含めた適切な制度的枠組みの検討」を関係省庁に求めることが

記載されている。 

これを踏まえ、厚生科学審議会科学技術部会に本委員会を設置し、必要な検討

を行う。 

 

２．検討事項等 

ゲノム編集技術等を用いたヒト受精胚等の臨床利用に対する「法的規制のあ

り方も含めた適切な制度的枠組み」について、倫理面・安全面やゲノム編集技術

等の進展、国際的な動向等を踏まえ検討を行い、一定の結論を取りまとめる。 

 

３．構成 

医学研究者（ゲノム編集技術等）、医療関係者（産婦人科、小児科、遺伝性・

先天性疾患、遺伝子治療等）、法学・倫理専門家、医療を受ける立場にある者等

から計 15 名程度で構成する。 

 

４．庶務 

本委員会の庶務は、大臣官房厚生科学課において行い、医政局研究開発振興課、

子ども家庭局母子保健課、健康局難病対策課がこれに協力する。 
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ゲノム編集技術等を用いたヒト受精胚等の臨床利用の 

あり方に関する専門委員会 委員名簿 
 

委員名 所  属 

飯野 正光 一般社団法人 日本医学会連合 副会長／日本大学医学部 特任教授 

◎五十嵐 隆 国立成育医療研究センター 理事長 

石原 理 埼玉医科大学医学部産科・婦人科学 教授 

伊藤たてお 日本難病・疾病団体協議会理事 

苛原 稔 徳島大学大学院医歯薬学研究部 教授 

甲斐 克則 早稲田大学理事・早稲田大学大学院法務研究科 教授 

掛江 直子 
国立成育医療研究センター生命倫理研究室 室長・小児慢性特定疾病情報室 

スーパーバイザー 

加藤 和人 大阪大学大学院医学系研究科 教授 

神里 彩子 東京大学医科学研究所先端医療研究センター 准教授 

後藤 弘子 千葉大学大学院専門法務研究科 教授 

武田 洋幸 東京大学大学院理学系研究科 教授（日本学術会議ゲノム編集委員会委員長） 

平川 俊夫 公益社団法人 日本医師会 常任理事 

三浦 直美 フリーライター／医学ジャーナリスト協会 幹事 

山口 育子 認定 NPO 法人 ささえあい医療人権センター COML 理事長 

山口 照英 金沢工業大学教授／日本薬科大学客員教授 

 
◎ 委員長 
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ゲノム編集技術等を用いたヒト受精胚等の臨床利用の 

あり方に関する専門委員会 

議題一覧 

 

 

○ 第１回 令和元年８月２日 

 《議事》 

・  ゲノム編集技術等を用いたヒト受精胚等の臨床利用の現状について 

 

○ 第２回 令和元年８月 21 日 

 《議事》 

・  ゲノム編集等の技術的課題を専門家からヒアリング（山本卓先生、武田洋

幸先生） 

・  ゲノム編集技術等を用いたヒト受精胚等の臨床利用の制度的枠組につい

て 

 

○ 第３回 令和元年 10 月９日 

 《議事》 

・  海外の規制状況とその動向についてヒアリング（磯部哲先生（平成 31 年

度厚生労働科学特別研究事業 研究班）） 

・  ゲノム編集技術等を用いたヒト受精胚等の臨床利用の制度的枠組につい

て 

 

○ 第４回 令和元年 11 月 13 日 

≪議事≫ 

・  患者家族会からのヒアリング（中井伴子先生、柏木明子先生） 

・  ゲノム編集技術等を用いたヒト受精胚等の臨床利用の制度的枠組につい

て 

 

○ 第５回 令和元年 12 月４日 

≪議事≫ 

・  ゲノム編集技術等を用いたヒト受精胚等の臨床利用の制度的枠組につい

て 




